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① 運営指導における主な指摘事項及び留意点について

令和５・６年度に実施した運営指導を中心に、主な指摘事項を掲載していま

すので今後の業務の参考としてください。（口頭指導を含みます。）

指摘事項 指導内容・留意点

【

受
託
居
宅
サ
ー

ビ
ス
の
提
供

】

　貴事業所では、訪問介護サービスについ
て、同一法人である事業所に業務を委託して
いるが、受託居宅サービス事業者が提供した
サービスの内容等を文書により報告させてい
ない。
　なお、聴き取りにより、同一法人で同一建
物内に事業所があることから、原本による情
報提供をしているとのことであるが、それを
裏付ける文書等も確認できなかった。

　外部サービス利用型指定（介護予防）特定施設入居者生
活介護事業者は、委託先の居宅サービス事業者が受託居宅
サービスを提供した場合にあっては、提供した日時、時
間、具体的なサービスの内容等について、文書による報告
を求めること。

【

指
定
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護

の
取
扱
方
針

】

　身体的拘束等の適正化のための指針
において、指針に盛り込むべき項目が不
足している。

　身体的拘束等の適正化のための指針には、以下
の項目を漏れなく盛り込むこと。

①施設における身体的拘束等の適正化に関する基
本的考え方
②身体的拘束適正化検討委員会その他施設内の
組織に関する事項
③身体的拘束等の適正化のための職員研修に関す
る基本方針
④施設内で発生した身体的拘束等の報告方法等の
ための方策に関する基本方針
⑤身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針
⑥入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本
方針
⑦その他身体的拘束等の適正化の推進のために必
要な基本方針



令和6年度下関市介護保険サービス事業者集団指導《個別編》６

（特定施設入居者生活介護、介護予防特定施設入居者生活介護）

2

指摘事項 指導内容・留意点
【

（
介
護
予
防

）
特
定
施
設
サ
ー

ビ
ス
計
画
の
作
成

】

【

受
託
居
宅
サ
ー

ビ
ス

（
受
託
介
護
予
防
サ
ー

ビ
ス

）
の
提

供

】

　（介護予防）特定施設サービス計画（以
下、本項目において「ケアプラン」とい
う。）について、以下の不適切な事例があっ
た。

１．令和５年６月に認定の区分変更認定申請
をしているが、当該申請の結果が出るまでの
特定施設サービス等の利用に係る特定施設
サービス計画（以下、「暫定プラン」とい
う。）を作成していない事例がある。
２．上記①の認定更新に伴い援助内容が見直
されたが、令和５年６月及び７月のサービス
提供票は更新前のケアプランに沿って作成さ
れており、同月は当該更新前のケアプランに
沿って、受託居宅サービスが提供されてい
た。

　介護給付の適正化及び利用者への説明責任の観点から、
以下のとおり是正すること。

１．要介護度が確定していない状態で介護サービスを利用
する際は、暫定的にケアプラン（暫定プラン）を作成し、
認定結果確定後、正式なケアプラン（本プラン）に移行す
ること。
２．外部サービス利用型指定（介護予防）特定施設入居者
生活介護事業者は、受託居宅サービス事業者（受託介護予
防サービス事業者）に、暫定プランを含む更新後のケアプ
ランに基づいた、受託居宅サービス（受託介護予防サービ
ス）を提供させること。

【

（
介
護
予
防

）
特
定
施
設

サ
ー

ビ
ス
計
画
の
作
成

】

　（介護予防）特定施設サービス計画の実施
状況の把握（以下、｢モニタリング｣とい
う。）について、実施及び結果の記録はあっ
たが、実施者について書面で確認することが
できなかった。
　なお、聴取の結果、計画作成担当者が実施
しているとのことであった。

　計画作成担当者は、（介護予防）特定施設サービス計画
の作成後においても、他の介護従業者等との連絡を継続的
に行うことによりモニタリングを行う必要がある。
　したがって、モニタリングの記録に実施者欄を設け計画
作成担当者の名前を記載するなど、計画作成担当者がモニ
タリングを実施したことを明確にすること。

【

勤
務
体
制
の
確
保
等

】

　少なくとも今年度において、研修に従業者
を参加させていないとのことであった。

　指定（介護予防）特定施設入居者生活介護事業者は、特
定施設従業者の資質の向上のために、研修機関が実施する
研修や当該事業所内の研修への参加の機会を計画的に確保
すること。
　また、参加した研修については、記録し保管すること。
　なお、新型コロナ感染症感染予防等の理由があってもオ
ンライン参加等出来るものもあるため検討すること。
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② 口腔衛生の管理について

令和６年度介護保険制度改正で、口腔衛生の管理体制を整備し、各利用者の

状態に応じた口腔衛生の管理を計画的に行うことが規定されました。

（経過措置：令和９年３月３１日までの間は努力義務）

これに伴い、口腔衛生管理体制加算は廃止となりました。

令和６年１月２２日発出社会保障審議会介護給付費分科会（第２３９回）

口腔衛生の管理の手順について

① 事業所において、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、介護職員

に対する口腔衛生の管理に係る技術的助言及び指導を年２回以上行う。

② ①の技術的助言及び指導に基づき、口腔衛生の管理体制に係る計画を作成し、必

要に応じて、定期的に見直しをする。

（当該計画の記載事項） イ 助言を行った歯科医師

ロ 歯科医師からの助言の要点

ハ 具体的方策

二 当該施設における実施目標

ホ 留意事項・特記事項

※介護保険最新情報 vol.1217「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実
施及び一体的取組について」を参照してください。
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③ 介護支援専門員証について

介護支援専門員証の有効期限は５年となっておりますので、５年ごとに介護

支援専門員証の更新が必要になります。

人員基準上、介護支援専門員が必要なサービスについて、介護支援専門員が

介護支援専門員証の更新を行っていない場合、当該介護支援専門員を介護支援

専門員の員数に含めることができないため、人員基準違反となることがありま

す。また、サービスによっては、介護支援専門員の人員基準欠如による減算と

なる場合もあります。

さらに、介護支援専門員証の更新をせず、介護支援専門員として業務を行っ

た場合、介護支援専門員の登録自体が消除され、５年間登録ができません。

つきましては、介護支援専門員自身の管理はもちろんのこと、法人として

も、介護支援専門員証の写しを保管し、介護支援専門員証の更新を促すなど、

人員基準違反等を未然に防止できる体制を構築するようにお願いいたします。

なお、更新した介護支援専門員証が届きましたら、当該介護支援専門員証の

写し（指定事項等変更届の添付は不要です。）を必ずご提出ください。
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④ 協力医療機関連携加算について

令和６年度介護報酬改定により、これまでの【医療機関連携加算】が見直さ

れ、名称も新たに【協力医療機関連携加算】となりました。

協力医療機関連携加算について、質問が多くありましたので、その内容につ

いてお知らせいたします。

主治医について

Ｑ．協力医療機関連携加算については体制加算であるが、協力医療機関が利用

者の主治医でない利用者についても算定は可能ですか。

Ａ．算定に当たり、協力医療機関が利用者の主治医である必要はなく、「入所

者の同意を得て、当該入所者の病歴等の情報を共有する会議を定期的に開催

している場合」であれば算定は可能です。

なお、入居者の同意については必ず得てください。

Ｑ．協力医療機関以外の主治医であっても算定可能でしょうか。

Ａ．協力医療機関連携加算の算定に当たっては、指定特定施設は協力医療機関と

の間で、利用者の同意を得て、当該利用者の病歴等の情報を共有する会議を定

期的に開催した場合に算定が可能になります。

協力医療機関の情報については、下関市に届出が必要になるため、協力医療

機関以外の主治医については算定できません。

なお、特定施設協力医療機関連携加算Ⅰ（100 単位）を算定する場合であっ

て、複数の医療機関を協力医療機関と定めることにより算定要件（※）を満た

す場合には、それぞれの医療機関と会議を行う必要があります。

※算定要件…下関市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関す

る基準等を定める条例第２３４条第２項第１号及び第２号
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定期的な会議の開催について

Ｑ．会議の実施頻度について

Ａ．｢概ね月に１回以上開催されている必要がある｣と規定されています。ただし、

｢電子的システムにより当該協力医療機関において、当該施設の入居者の情報

が随時確認できる体制が確保されている場合には、定期的に年３回以上開催

することで差し支えない｣とされています。

Ｑ．会議の参加者について

Ａ．職種は問わないが、入所者の病歴その他健康に関する情報を協力医療機関の

担当者に説明でき、急変時等における協力医療機関との対応を確認できる者

が出席することとされています。

Ｑ．会議録の有無について

Ａ．会議の概要についての記録が必要です。

なお、会議録の内容について明示されてはいませんが、当該加算が、入居者

の急変時等に備えた関係者間の平時からの連携を強化するため、入居者の病

歴等の情報共有や急変時等における対応の確認等を行う会議を定期的に開催

することを評価するものであることから、要件に沿った内容の記録をお願い

します。
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⑤ 退居時情報提供加算について【一般型】

令和６年度介護報酬改定により、利用者が退居し、医療機関に入院する場

合において、当該医療機関に対して、当該利用者の同意を得て、当該利用者の

心身の状況、生活歴等の情報を提供した上で、当該利用者の紹介を行った場合

に利用者１人につき１回に限り算定できる退居時情報提供加算が創設されまし

た。 【２５０単位】

なお、一般型のみ算定可能であり、外部型利用者は対象外となります。

当加算について、以下のとおり留意事項が通知されています。

【留意事項通知】

① 入居者が退居して医療機関に入院する場合、当該医療機関に対して、入居

者を紹介するに当たっては、別紙様式１２（次頁）の文書に必要な事項を

記載の上、当該医療機関に交付するとともに、交付した文書の写しを介護

記録等に添付すること。

② 入居者が医療機関に入院後、当該医療機関を退院し、同一月に再度当該

医療機関に入院する場合には本加算は算定できない。

◎令和６年度の介護報酬改定に伴い発出された厚生労働省 Q＆Aにて、当加算

に係るものが示されています。

【問 18】

同一医療機関に入退院を繰り返す場合においても、算定可能か。

【答】

同一月に再入院する場合は算定できず、翌月に入院する場合においても前回入院時から

利用者の状況が変わらず、提供する内容が同一の場合は算定できない。

(令和 6 年度介護報酬改定に関する Q&A(Vol.2)(令和 6 年 3 月 19 日))

【問 2】

退所時情報提供加算及び退居時情報提供加算について、医療機関の入院にあたり、退所

または退居の手続きを行わない場合においても算定可能か。

【答】

算定可能。
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(令和 6 年度介護報酬改定に関する Q&A(Vol.3)(令和 6 年 3 月 29 日))
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厚生労働省ＨＰ「令和６年度介護報酬改定について」より

URL：https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html
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⑥ 養介護施設従事者等による高齢者虐待について

近年、養介護施設従事者等による高齢者虐待の相談・通報件数が全国的に増

加傾向にあり、本市においても過去、高齢者虐待と疑われる通報を受け、監査

（立入検査）を実施した事例がございました。

以下の数値等は全国での集計件数であり、社会福祉法人東北福祉会 認知症

介護研究・研修仙台センターが作成した資料を引用して掲載しています。

出典：「高齢者虐待の実態把握等のための調査研究事業 報告書」

※社会福祉法人東北福祉会 認知症介護研究・研修仙台センターホームページより抜粋

１ 「養介護施設従事者等」の定義

「養介護施設」又は「養介護事業」の業務に従事する者

２ 高齢者虐待の相談・通報件数 ※市区町村が受理した件数。

※R4相談・通報 2,795 件中、事実確認調査を行った事例は 2,481 件。

３ 虐待判断事例数

※R4虐待判断事例 856件中、846 件以外は、都道府県が相談・通報を受け付けたもの。

※R4虐待判断事例 856件中、被虐待者が特定できた事例は 796 件、判明した被虐待者は 1,406 人。

４ 施設等の種別

H18 H30 R1 R2 R3 R4

養介護施設従事者等 273 件 2,187 件 2,267 件 2,097 件 2,390 件 2,795 件

養護者 18,390 件 32,231 件 34,057 件 35,774 件 36,378 件 38,291 件

H18 H30 R1 R2 R3 R4

養介護施設従事者等 54 件 621 件 644 件 595 件 739 件 856 件

養護者 12,569 件 17,249 件 16,928 件 17,281 件 16,426 件 16,669 件

特別養護老人

ホーム

介護老人

保健施設

介護療養型医療

施設・介護医療

院

認知症対応型

共同生活介護

小規模多機能型

居宅介護等

件数 274 件 90 件 5 件 102 件 20 件

割合 32.0% 10.5% 0.6% 11.9% 2.3%

(住宅型)有料

老人ホーム

(介護付き)有料

老人ホーム

軽費

老人ホーム

養護

老人ホーム
短期入所施設

件数 112 件 109 件 4 件 14 件 38 件

割合 13.1% 12.7% 0.5% 1.6% 4.4%

訪問介護等 通所介護等 居宅介護支援等 その他 合計

件数 30件 32 件 6 件 20 件 856 件

割合 3.5% 3.7% 0.7% 2.3% 100%

※業務に従事する者とは、直接介護サービスを提供しない者（施設長、事務職員等）や、介護

職以外で直接高齢者に関わる他の職種も含む（高齢者虐待防止法第２条）。
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５ 虐待類型の組み合わせ

６ 被虐待者の基本属性 ※上記被虐待者 1,406 人分に係るもの。
●性 別 男性：27.1%，女性：71.7%，不明：1.2%
●年 齢 65歳未満障害者：1.7%，65-69 歳：3.1%，70-74 歳：5.1%

75—79 歳：10.2%，80-84 歳：14.5%，85-89 歳：23.8%，90-94 歳：23.5%
95-99 歳：12.0%，100 歳以上：2.0%，不明：4.1%

●要介護度 要介護 2以下：17.8%，要介護 3：24.7%，要介護 4：33.1%
要介護 5：18.6%，不明：5.8%

●認 知 症 もっとも多いのは自立度Ⅲ：31.2%
認知症の有無が不明な場合を除くと、94.3%が自立度Ⅱ以上。

７ 虐待者の基本属性

●職名・職種

介護職員：81.3%（うち、介護福祉士 38.2%、介護福祉士以外 23.6%、資格不明 38.2%）
看護職：4.6%，管理職：4.2%，施設長：3.9%，経営者・開設者：1.2%
その他・不明：4.8%

●性 別（括弧内は介護従事者全体における割合）

男性：51.7%（20.0%），女性：44.9%（78.2%），不明：3.4%（1.8%）
●年 齢（不明を除く。括弧内は介護従事者全般における割合）

〔男性〕30 歳未満：20.8%（12.6%），30-39 歳：25.0%（27.1%）
40-49 歳：22.2%（30.0%），50 歳以上：32.1%（30.4%）

〔女性〕30 歳未満：9.1%（5.9%），30-39 歳：15.0%（12.4%）
40-49 歳：21.2%（24.0%），50 歳以上：54.7%（57.7%）

８ 虐待の発生要因（複数回答形式）

身体的虐待（単独） 介護等放棄（単独） 心理的虐待（単独） 性的虐待（単独） 経済的虐待（単独）

人数 586 人 221 人 247 人 28 人 55 人

割合 41.7% 15.7% 17.6% 2.0% 3.9%

身体的虐待＋心理的虐待 介護等放棄＋心理的虐待 身体的虐待＋介護等放棄 その他の組み合わせ・３種類以上 合計

人数 151 人 33 人 45 人 40 人 1,406 人

割合 10.7% 2.3% 3.2% 2.8% 100%

教育・知識・介護技術等に関する問題 56.1%

職員のストレスや感情コントロールの問題 23.0%

虐待を助長する組織風土や職員間の関係性の悪さ 22.5%

倫理観や理念の欠如 17.9%

人員不足や人員配置の問題及び関連する多忙さ 11.6%

虐待を行った職員の性格や資質の問題 9.9%

その他 3.5%

※ここでの「人員不足」は、配置基準は満たしているものの、一定の経験がある職員が少なかったり、夜間

体制に不安があったり、その他利用者の状態像と職員体制のバランスが取れていない状況を指す。
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９ 高齢者虐待の防止のために

●組織におけるストレスマネジメント

●通報義務についての正しい理解

●身体拘束についての正しい理解
・身体拘束に該当する行為について

・身体拘束の弊害について

・「緊急やむを得ない場合」について

・「緊急やむを得ない場合」に身体拘束を行う際の手続きについて

※特定された被虐待者 1,406 人のうち、虐待行為に身体的虐待が含まれる人数が

810 人（57.6%）。そのうち虐待に該当する身体拘束を受けた者が 317 人（22.5%）。

●研修の実施と苦情処理体制の整備

※ストレスマネジメントについては、厚生労働省ホームページもご参照ください。

厚生労働省ホームページ トップページ（https://www.mhlw.go.jp/）

→ 政策について

→ 分野別の政策一覧

→ 雇用・労働

→ 労働基準

→ 施策情報

→ 安全・衛生

→ 施策紹介

→ メンタルヘルス対策等について

（ストレスチェック等の職場におけるメンタルヘルス対策・過重労働対策等）

【参考】山口県における養介護施設従業者等による高齢者虐待の状況

※山口県における状況等については、山口県ホームページ等もご参照ください。

①山口県ホームページ トップページ（https://www.pref.yamaguchi.lg.jp）

→ 組織で探す

→ 長寿社会課

→ 「高齢者虐待防止・養護者支援に向けて」で検索

②山口県介護保険情報総合ガイド（かいごへるぷやまぐち） トップページ

（https://www.kaigo.pref.yamaguchi.lg.jp/）

・山口県の介護保険施設等集団指導の資料にも、高齢者虐待防止についての内容が

掲載される予定とのことですので、ご確認ください。なお、資料の掲載は３月中旬

予定とのことです（ホームページ「かいごへるぷやまぐち」をご確認ください。）。

H18 H30 R1 R2 R3 R4

相談・通報件数 0件 28 件 18 件 15 件 19 件 23 件

虐待判断事例数 0件 8件 0件 2件 3件 11 件

http://www.mhlw.go.jp/
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